
 

 

 

【韓国】 総合指数は週間で 3.0％安と 5週続落、今週は買い戻しが入りやすいか 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 3.0％安と 5週続落。総じて売り優勢の展開で、前週の 13日から 19日までは 5営業日続落となり、

21年 11月の昨年来安値に接近する水準まで下落した。米株安を受けて韓国市場にも売りが波及。米金融政策の早期の正

常化観測がくすぶる中で米長期金利が上昇し、ハイテク株、景

気敏感株を中心に売りが膨らんだ。北朝鮮が挑発行為を続けた

ことで地政学的リスクへの懸念も地合いを冷やした。20日は中

国の実質的な利下げを好感して反発したものの、21日は再びリ

スク回避の動きが加速。サムスン電子などのハイテク株が下げ

を主導し、約 1年ぶりの安値を更新して週の取引を終えた。今

週は反発狙いの買いが入りやすいか。国内では 10－12 月期の

GDPや 12月小売売上高など主要経済指標の発表が続く予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は 5.7％安と大幅に 3週続落、今週は神経質な展開か 

先週の動き／今週の展望 

RTS株価指数は週間で 5.7％安と大幅に 3週続落。米早期利上げ観測やウクライナを巡る地政学リスクが嫌気された。

指数は週明け 17 日に前週末比 0.7％安でスタートすると、18 日は 7.3％安と 2020 年 4 月以来の急落。米国の早期利上

げ観測やウクライナ情勢の緊迫化が嫌気された。19日は原油高

を追い風に 3.5％高と 5 日ぶりに反発し、20 日も 2.5％高と続

伸したが、21日は欧米株安や原油相場の下落を受けて 3.4％安

と反落した。ルーブルが対ドルで 1.6％下落したことも米ドル

建ての指数を押し下げた。個別では産金のポリュスが 3.2％高

となった一方、エネルギーのノバテクが 7.7％、スルグトネフ

テガスが 7.3％、ガスプロムが 7.2％、ロスネフチが 6.7％下落

した。今週は欧米株や原油相場に左右される神経質な展開か。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は週間で 1.5％安と続落、今週は押し目買いで反発か 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は週間で 1.5％安と続落。週前半に急落し、その後に巻き返したが、先週末の水準に届かなかった。週明け 17

日は主力大型銘柄に利益確定売りが強まり、指数は前週末比 2.9％の大幅安。18 日は主力大型株が買い戻されたものの、

中小型株が売られ、指数は 1.0％安と前週から 4 日続落となっ

た。その後は押し目買いが強まったことで 3日続伸したが、戻

りは限定的だった。個別銘柄では、金融のベトナム投資開発銀

行とベトコムバンクがそれぞれ 7.0％上昇し、食品加工のマサ

ン・グループが 4.3％高となった一方、ゴム製品のベトナム・ラ

バーが 9.2％安、金融の SSI証券が 8.5％安、鉄鋼のホア・ファ

ット・グループが 6.4％安、公益のペトロベトナム電力総公社が

5.9％安となり、指数を押し下げた。今週は押し目買いで反発か。 
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【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 1.2％安、米国の

利上げペース加速を警戒 

SET指数は週間で 1.2％安と反落。週初に反発したが、その

後は週末まで 4 日続落と軟調だった。17 日は前週末に下落し

た反動で買い優勢の展開となった一方、18日は原油価格が約 7

年 3カ月ぶりの高値を更新したものの買い材料視されず、米国

の利上げペース加速に対する懸念が広がった影響で金融株が

売られ、指数は前日比 1.0％安と反落。その後も買い材料に乏

しく、じりじりと下値を広げた。21日に発表された 21年 12月

の貿易収支（通関ベース）は市場予想から下振れし、2 カ月ぶ

りの赤字となった。今週は 26日に 12月の鉱工業生産が発表さ

れる予定で、4カ月連続で前年同月の水準を上回るかが焦点。 

 

【インドネシア】 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

1.8％安、今週は 28日に 21年 12月の貿易統計発表 

クアラルンプール総合指数は4日間の取引で1.8％安と反落。

前週末から下げ止まらず、週末まで 5営業日続落と軟調だった。

週初の 17 日は、エネルギー株と銀行株の利益確定売りが指数

下落を主導。祝日を挟んだ 19 日は、中央銀行の金融政策決定

会合を翌日に控えた様子見で売り優勢の展開となった。20日は

政策金利が市場の予想通り 1.75％に据え置かれたことを受け

て銀行株が売られると、21日は前日からほぼ横ばいで取引を終

えている。今週は 28 日に 21 年 12 月の貿易統計が発表される

予定で市場予想を上回れば好材料。外部要因では、米 FOMCや

同国の 10－12月期の GDP速報値が指数を左右しそうだ。 

 

 

【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 0.5％

高、週末に終値で過去最高値を更新 

ジャカルタ総合指数は週間で 0.5％高と反発。週末に終値で

6700 ポイント台に到達し、2 カ月ぶりに過去最高値を更新し

た。週初の 17 日は、21 年 12 月の貿易収支が市場予想を大幅

に下回った影響などで、指数は 3営業日ぶりに反落。18日は米

長期金利の上昇を受けて、同国の利上げペースが加速するとの

見方が広がった影響で続落した。19日には終値で 6600ポイン

トを割り込んだが、20 日に反発すると、21 日は前日に開催さ

れた中央銀行の定例会合で、ペリー総裁が 3月に政策金利を引

き上げる方針を示した効果で銀行株が買われ、指数は前日比

1.5％高と続伸している。今週は上値追いが継続するかが焦点。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は 0.4％

高、今週は 3300ポイント到達に期待 

ストレーツタイムズ指数は週間で 0.4％高と 4 週続伸。狭い

レンジでの値動きが続いた１週間だった。週初の 17 日は、21

年 12 月の非石油地場輸出が前年同月比 18.4％増と 4 カ月連続

で 2桁の伸びを示したほか、中国の 10－12月期の GDP成長率

と 12月の鉱工業生産が市場予想から上振れた効果で、指数は 8

営業日続伸。18 日は小幅に反落したものの、19 日に買い戻さ

れると、その後は米 FOMCを翌週に控えた様子見が広がる中、

21 日まで 3 日続伸して取引を終えている。今週は 24 日の 21

年 12月の CPIに続き、26日には同月の鉱工業生産が発表され

る予定。内容次第で節目の 3300ポイントを試す展開か。 
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